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多くなってきた．大王下地区では 1990 年～1995 年にかけて担い手の流出が進んだが，その
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岩   原 大 王 下  
1985 1990 1995 2000 2003 1985 1990 1995 2000 2003 
確 保 14 13 11 9 2 8 8 5 5 4 担 
い 



































































急 傾 斜 地 5 6 8 9 18 2 2 3 3 7 
接 道 不 良 1 3 5 5 10 3 3 3 3 6 
通 作 遠 距 離 1 1 2 2 7 2 2 3 4 5 
区 画 狭 小 2 2 3 3 7 2 2 3 3 5 























































































 図１－３ 年齢別耕作者数 図１－２ 経営形態の変化 
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  表１－２ 流動化が進まない理由（水田）
 
 岩原 大王下 
１．受け手がいない 16 15 
２．貸したら返らない不安 0 4 
３．貸し手にとって賃料が安い 0 3 
４．農業者年金を受けている 0 1 










   表１－３ 流動化する場合の委託先 
 
 岩原 大王下 
１．公社（第三セクター） 2 3 
２．農業法人 1 2 
３．農 協 1 2 









  表１－４ 流動化できない場合の利用方法 
 
 岩原 大王下 
１．林地に転用 10 3 
２．農林業以外の土地利用 1 1 
３．現状維持 8 12 































































軸に集落協定締結率をとり，本県の 53 自治体のうち 44 の市町村の資料 9）を使用し，その関
係を図１－４に示した．ここで交付対象面積率とは，経営耕地面積に占める交付対象面積の割 
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 岩原集落  
表１－５ 耕作放棄地の推定資料  
 
 












締 結 率 
 
Ｘ２(％) 
2000 53.5 62.1 42.2 
2001 57.3 63.6 42.2 





2003 64.8 72.7 75.0 
2000 46.6 68.0 62.8 
2001 51.2 70.0 83.9 





2003 60.5 76.0 89.5 
 
  Ｙ1＝－17.996＋1.196Ｘ1－0.042Ｘ2……(1) 
    (－0.58)   (2.04) (－0.28)  
 大王下集落  
  Ｙ2＝－56.249＋1.462Ｘ1＋0.056Ｘ2……(2) 
    (－2.77)   (3.86)  (0.51) 
                ( )内はｔ値 
 上記(1) (2)の回帰式から 10 年後の 2014 年の
耕作放棄率（Ｙ）の推定を試みる．10 年後を検
証期間としたその理由は，今後 10 年程度の農政 
改革を検討している「食料・農業・農村政策審議会」を念頭に置いたものである．推定では，
農地基本台帳の現農業従事者を 10 年後にスライドさせ，その時点で 90 歳を超える従事者に
ついては，体力その他の理由からリタイアするものと仮定して，この数を代入すれば，岩原地
区では 67.9％，大王下地区においては 26％を得る． 
 岩原地区では，従事者年齢の経過が一様に変化し，90 歳以上の退職者も 19.7％と少ない． 






















 すなわち，Ｙ＝a＋bX1＋cX2 において b＝kc と置くと，Ｙ＝a＋c（kX1＋X2）となる．ここ
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 一方，平成 12 年度からはじまった「中山間地域等直接支払制度」は８年目を迎えている


















































 回答数は，岩原集落 27 戸（90％），大王下集落 28 戸（93％）であった． 
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 岩   原 大 王 下 
作業上の困難点 1995 2000 2003 2006 1995 2000 2003 2006 
急 傾 斜 地 8 9 18 20 3 3 7 10 
接 道 不 良 5 5 10 13 3 3 6 9 
通 作 遠 距 離 2 2 3 3 3 4 5 7 
区 画 狭 小 3 3 7 9 3 3 5 6 
水 理 不 便 3 5 7 8 5 5 8 12 
道 路 狭 隘 7 7 12 13 2 2 4 5 
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*１ 食の安全  
*２ 高付加価値  
*３ 旬や鮮度  
*４ 風味    
*５ コスト削減  
*６ 無回答 
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*１ 受け手と出し手のミスマッチ  
*２ 経営から見た農地の純収益率 
*３ 集落の営農集団が未完成    
*４ 農地価格や借地料の水準 














0 20 40 60
岩 原 大 王 下




*１ 公 社      
*２ 農協と町等の第三セクター  
*３ 特定農業法人   
*４ 認定農業者等と営農集団  
































*４ 制度発足時とそれほど変わらない  
*５ 農地を荒らさないためには，集落協定を
結び共同の利益を追求する以外にない 
*６ その他   0 20 40 60
岩 原 大 王 下



























































































































表２－２ 耕作放棄地の推定資料   
 
 












締 結 率 
 
Ｘ２(％) 
2000 53.5 62.1 42.2 
2001 57.3 63.6 42.2 
2002 61.0 68.2 72.5 
2003 64.8 72.7 75.0 




2005 67.0 77.2 80.0 
2000 46.6 68.0 62.0 
2001 51.2 70.0 83.9 
2002 55.9 72.2 89.0 
2003 60.5 73.6 89.5 



















      
 岩原集落  
   Ｙ1＝11.7663＋0.6465Ｘ1＋0.0709Ｘ2………(1) 
      (0.98)   (2.64)   (0.82)  
 大王下集落  
   Ｙ2＝－87.2545＋1.8879Ｘ1＋0.0853Ｘ2……(2) 
      (－4.19)   (4.99)    (0.79) 
                        ( )内はｔ値 
 上記(1) (2)の回帰式から 10 年後の 2016 年の耕作放棄地率（Ｙ）の推定を試みる． 
 現農業従事者を 10 年後にスライドさせ，その時点で 90 歳を超える従事者については，体
力その他の理由からリタイアするものと仮定する． 








定係数（R２’），多重共線性および t 値の検討を行った． 
 岩原地区では R２’＝0.945，大王下地区では R２’＝0.948 を得た． 






 t 値については，信頼度 95％，母集団の偏回帰係数推定値は t（1，0.025）＝3.182 と比べ
ると，農業従事者についてはほぼ有意とみなすことができるが，集落協定締結率は有意でな
 －37－
      
く，締結率の向上が耕作放棄率に関して顕著に現れてこないことが課題の１つである． 
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 本地区は，面積約 0.16Km2，人口 489 人の漁業を中心とした小規模な町であるが，歴史を
遡ると度々台風や津波の被害を受けてきた．そのため浦戸湾周辺の種崎，浦戸，長浜地区で

























      
(2) 地震・津波避難路および避難施設の調査 









   回答属性 
  対象者    御畳瀬地区 世帯主 
  サンプル数  標本調査 216 部 
  実施期間   2006 年 10 月１日～18 日 
  調査方法   巡回配布・巡回回収 
  回収率    直接各戸から回収 85％ 
  主な調査事項 ・防災体制を核とするコミュニティづくり 
         ・伝統的文化を継承する地域環境の保存 
         ・地震と津波災害対策への対応 
 
(2) フィールドワーク 
 ① 建造物の種類と老朽の程度 
 ② 地形・地貌・地物の状況 






      

























































  以上のことから，３つ目として「地震と津波災害対策への対応」が見えてくる． 
 －47－






























































































































 平成７年１月の阪神・淡路大震災を受け，同年 12 月に災害対策基本法の抜本的改正が行わ
れ，「自主防災組織」の育成・強化に向けて，リーダー養成や指針等の策定がなされ，基本法


























































































 (1) 防災知識の啓発 
 (2) 防災マップ（ハザードマップ）の作成・配布 
 (3) 防災訓練（消防団とともに避難訓練・救出訓練） 
 (4) 要援護者対策 
 (5) 防災備蓄（食料，災害救急品，防災資機材等） 
 (6) 他機関との連携 
 










































































は変化している．1995 年 1 月 17 日に起きた阪神・淡路大震災では巨大地震災害に対する防
災への関心が高まり，国の「防災基本計画」の抜本的改定などに反映され，その後の中越地震











































りや信頼の程度が大きく影響すること 8)．行動意識面での SC の形成がまちづくり活動への参
加や景観・活性化などの都市施設整備への意識向上に関係する 9)ことが谷口らにより指摘され
ている．また，SC や地域コミュニティ活動が防災意識を高めるといった実証研究も数多く見
られる．例えば，藤見ら 10)は SC を構成する要素として信頼・互酬性（近所の世話や地域奉
仕），社会ネットワーク（つきあい，自治会活動，スポーツ，ボランティア）が，防災のため







































浦方自治が行われた．維新後，御畳瀬は浦戸郷となり，明治 22 年の町村制によって戸数 310





































 1) 災害弱者と津波避難 
 高齢社会に向けて，人々の人格が尊重され，住み慣れた地域で一緒に助け合いながら暮らし
ていく社会の在り方が求められる． 
  ・高齢者の住まいの充実        ・防災上，住宅改造の促進 
  ・安全で安心できる生活環境づくり   ・高齢者の福祉サービス 
  ・高齢者の社会参加と生きがい 




  ・津波「てんでんこ」への確実化    ・避難路の予測される障害物への対応 
  ・避難場所・避難ビルの再構築 
 3) 有事に対して事前の備え 
 津波避難の困難度やその可能性については，近い将来襲来するといわれる巨大地震が発生し
た際に想定される津波高に基づけば，事前の備えがなければ壊滅的な被害になるだろう． 












 1) 安全で安心できるまちづくり 
 わが国の都市部は，河口域の沖積平野の軟弱地盤に立地しているため，洪水による浸水，地
震による軟弱地盤の液状化が心配されるところも多い． 





 2) 防災体制の推進 
 都市（まち）全体を災害に強い安全な構造にするため，次の方策を講ずるようにする． 
  ・避難路，避難場所の整備       ・まちの不燃化等の推進 
  ・ライフライン施設の耐震化      ・防災拠点の整備 













      
2.2.3. 対象地区における防災活動の概要 
 浦戸湾岸の集落では，近世以降（過去約 400 年間）大略 100 年ごとに発生した南海・東南
海地震によって，津波災害による壊滅・再生の歴史が繰り返されている． 
 2004 年度に実施された『高知県津波防災アセスメント調査（補完調査）』では，地震発生後
20～30 分程度で津波が到達，浸水するとともに，最大 5.0m 以上の津波浸水高が予測されて
いた．前述の内閣府想定ではこれを大幅に超える津波が予想されている． 
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高知市統計より H24.4 時点 
 しかし，地域の祭り行事の際には，都市から若者が戻り，交流の場として連帯感を生む活動
になっており，行事に参加する人々によって，まちに活気ができ賑わいが感じられるという．





































































































  対象者    御畳瀬地区 世帯主 
  実施期間   2011 年 11 月 1 日～18 日 
  調査方法   巡回配布・巡回して直接回収 
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3月11日避難
した しなかった



















      










 図２－６に示すように，南海・東南海地震に対する不安は，3 月 11 日の東北地震以降増加
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   図２－５ 東北地震時の避難行動          図２－６ 南海・東南海地震の発生予想 
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つきあい層が 1/3 いるが，残りの 1/3 は無関心層として存在していることがわかる．このよう
に，地震発生の想定やその被害想定の厳しさに比すると自らの行動には浸透していない層の存
在が指摘できる．一方，防潮堤での防御については，現在の 4m 高さでよいとする層は 20％
程度であり，他の 80％近くがかさ上げをすべきと考えている． 
 




0% 20% 40% 60% 80% 100%
避難できると思う できないと思う わからない
津波が発生したらあなたは避難できると思いますか？
0% 20% 40% 60% 80% 100%
しばしばある ときどきある ほとんどない
防災研修会や防災訓練に参加したことがありますか？
0% 20% 40% 60% 80% 100%
現存４ｍのままでよい ７ｍ ９ｍ以上
防潮堤は何ｍまで防御できるのがいいか？




































































































































































 変数　　　　　　　　　　　　　　　　因子 1 2 3 4
御畳瀬のくらしが好きだ 0.78 0.30 0.36 -0.05
御畳瀬は古き良さがある 0.66 0.26 0.39 0.01
御畳瀬は都会より幸せと思う 0.65 0.22 0.32 0.01
御畳瀬の古きは残る 0.62 0.33 0.38 0.12
御畳瀬まちが好き 0.60 0.22 0.44 -0.21
御畳瀬のまちは美しい 0.57 0.35 0.39 -0.10
御畳瀬特産物を誇りに思う 0.47 0.25 0.39 0.18
御畳瀬に子息らが将来住むと思う 0.26 0.78 0.32 -0.21
息子らに町に住んでほしい 0.23 0.65 -0.03 -0.01
御畳瀬に住み続けたい 0.07 0.52 0.29 -0.32
次世代の人がいずれ住むと思う 0.30 0.43 0.43 -0.08
息子らが御畳瀬に住んでいる 0.08 0.30 0.00 0.19
自分の子供達は住まないほうがいい 0.08 -0.29 0.05 0.16
町に気兼ねしない友人がいる 0.14 0.13 0.56 0.13
助け合って避難できると思う 0.13 0.13 0.55 0.13
御畳瀬は助け合いが強いと思う 0.48 0.19 0.53 0.15
御畳瀬の歴史をよく知っている 0.28 -0.02 0.29 -0.17
自分は地域の世話役に熱心と思う 0.17 0.01 0.28 -0.05
3/11以後地震心配が増えた 0.03 0.03 -0.02 0.58
南海地震は津波が心配 0.05 -0.15 0.11 0.46
津波で自宅が流出すると思う 0.08 -0.12 0.08 0.27
南海地震は10年以内と思う 0.04 -0.13 0.12 0.24
地震津波からの避難が不安 -0.02 -0.02 0.19 0.21
地震揺れで自宅倒壊すると思う -0.03 -0.08 0.01 0.16
負荷量平方和* 3.73 2.08 2.52 2.07























      
 斜行回転された因子のため，累加寄与率は不明であるが，それぞれの負荷量平方和から算出
した寄与率では各因子で 16%, 9%, 10%, 9%程度であり，分散全体の半分弱を説明できている
と見られる．さらに，この結果をもとに確認的因子分析を適用した結果，適合度 GFI0.842，






の相関も相関係数は 0.2 程度とやや弱いが，関連性は有意である．  
 
表２－２ 因子間の相関係数 
因子相関 愛着心 次世代期待 SC 災害不安
愛着心 0.521 0.765 0.154
次世代期待 0.521 0.235 -0.284
SC 0.765 0.235 0.155
災害不安 0.154 -0.284 0.155



































































































































      
た．その結果を図化したのが，図２－10 である．これによると，次世代期待意識の低い層ほ
ど，災害不安の高い層（スコア値 4 以上など）が多くなり，災害不安の低い層（スコア値 2
以下）は少なくなっている．また，次世代期待が低い層（スコア 2 以下）では，SC の低い人


















ソフト（SPSS AMOS Ver.5）を用いて構造モデルを作成した． 







      


























































































































      
表２－３ 共分散構造分析における変数 
 潜在変数 係数 ｐ
N_01 南海地震は10年以内と思う 0.432 **
N_02 3/11以後地震心配が増えた 0.552 **
N_03 南海地震は津波が心配 0.398 **
N_04 地震揺れで自宅倒壊すると思う 1.011 **
N_05 津波で自宅が流出すると思う 1.000 **
N_06 地震津波からの避難が不安 0.844 **
0.733 *
1.152 *
C_01 御畳瀬まちが好き 1.002 **
C_02 御畳瀬のまちは美しい 1.071 **
C_03 御畳瀬特産物を誇りに思う 0.826 **
C_04 御畳瀬のくらしが好きだ 1.213 **
C_05 御畳瀬は都会より幸せと思う 1.000 **
C_06 御畳瀬は古き良さがある 0.931 **
C_07 御畳瀬の古きは残る 0.960 **
-4.072 **
S_01 町に気兼ねしない友人がいる 1.819 **
S_02 助け合って避難できると思う 1.811 **
S_03 御畳瀬の歴史をよく知っている 1.000 **
S_04 自分は地域の世話役に熱心と思う 0.623 **
S_05 御畳瀬は助け合いが強いと思う 2.258 **
5.483 *
G_01 息子らが御畳瀬に住んでいる 0.432 **
G_02 息子らに町に住んでほしい 0.831 **
G_03 御畳瀬に子息らが将来住むと思う 1.000 **
G_04 次世代の人がいずれ住むと思う 0.871 **
G_05 御畳瀬に住み続けたい 0.444 **




L_01 防災訓練にしばしば参加する 1.000 **
L_02 避難を重視するまちづくり 0.599 *
M_01 自宅の耐震化希望あり 1.000 **
M_02 防波堤４ｍ以上に増強すべき 1.117 **
M_03 家財産を守ることを重視するまちづくり 0.091 *
K_01 地震津波保険に入りたい 1.000 **
K_02 被災者への保障を重視するまちづくり 0.741 *
T_01 震災後御畳瀬は復興できると思う 1.000 **
T_02 御畳瀬は将来も残ると思う 1.214 **
























































 共分散 有意確率 相関係数
SC <--> 愛着心 0.033 0.005 0.917
愛着心 <--> 次世代期待 0.035 0.000 0.618
災害不安心 <--> 次世代期待 -0.013 0.006 -0.263
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   第３編 条例に基づくコンパクトなまちづくりの 
       プロファイリングによる分析 










      
第３編 条例に基づくコンパクトなまちづくりの 
      プロファイリングによる分析 































































住民サイド              行政サイド  
各コミュニティづくりについての実現化に向けた提案 
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老 人 クラ ブ       
青少年育成会 
体  育  会 
消 防 分 団       

























      
1.2.3. コミュニティ計画の地区割と進捗状況 














































































は，防災 16，交流 15，環境 14，歴史 13，自然 13，福祉 12，都市 9，景観 7，憩い 1 となっ
ており，「憩い」への関心が極度に低い． 
 －86－
      
表１－１ まちづくりの整備計画と都市空間要素 
  
都市基盤(Ｔ) 社  会(Ｓ) 環  境(Ｋ) 

















ま ち づ く り 整 備 計 画 












































































































① 上  街 ・親しみやすい水辺環境づくり    ・災害に強いまちづくり ・にぎわいのある景観まちづくり   ・史跡の発掘と保存    ○  ○ ○   ○ 市  街 
② 高 知 街 ・城が見えるまちづくり       ・にぎわいと集いのあるまちづくり ・中心市街地活性化対策       ・安全な防災まちづくり    ○  ○ ○ ○   市  街 
③ 潮  江 ・人にやさしい施設づくり      ・水路の整備と清掃対策 ・筆山自然林の整備         ・史跡の発掘と保存対策   ○   ○   ○ ○ 市  街 
④ 潮 江 南 ・水を活かした施設整備       ・下水道，水路，歩道の整備 ・まちの背景となる山や街路の整備  ・人にやさしいまちづくり ○ ○     ○  ○  
市  街 
(調 整)
⑤ 潮 江 東 ・花に囲まれた公園づくり      ・高知港周辺の整備 ・公園を交流の核としたまちづくり  ・市街地環状道路の整備 ○   ○   ○ ○   市  街 
⑥ 横浜瀬戸 ・ふれあいを大切にするまちづくり  ・瀬戸下水処理場の増設 ・中心地等へのアクセスづくり    ・親水海岸の整備 ○ ○     ○   ○ 
市  街 
(調 整)
⑦ 長  浜 ・史跡の発掘，整備         ・花のある街路の拡充整備 ・地域交流施設の整備        ・観光に配慮したまちづくり   ○   ○ ○   ○ 
市  街 
(調 整)
⑧ 御 畳 瀬 ・人にやさしいまちづくり      ・沿岸漁業の振興対策 ・港のきれいな交流の場の整備    ・山並み景観保全対策   ○ ○   ○  ○  
市  街 
(調 整)
⑨ 高  須 ・住環境の整備           ・生活道路と下水道整備 ・教育文化施設の整備        ・コミュニティ集会所の整備 ○     ○ ○ ○   
市  街 
(調 整)
⑩ 介  良 ・住環境の整備           ・公共下水道の整備 ・農業基盤整備として用水の確保対策 ・歴史資料館と史跡の道の整備 ○     ○  ○  ○ 
市  街 
(調 整)
⑪ 一  宮 ・ふれあいの場づくり        ・地域の文化活動の拠点施設の整備 ・北山と河川環境保全        ・公共下水道整備    ○  ○ ○ ○   
市  街 
(調 整)
⑫ 薊  野 ・災害に強いまちづくり       ・都市下水路の早期完成対策 ・史跡の保存，整備         ・ボランティア交流拠点づくり ○   ○  ○ ○    
市  街 
(調 整)
⑬ 秦 ・北山の保全と景観整備       ・農地，河川の環境保全 ・地域交流拠点の整備        ・防災施設の整備    ○   ○ ○ ○  
(市 街) 
調  整
⑭ 旭 南 部 ・人にやさしい道づくり       ・水質の保全や親水機能の向上対策 ・都市型住宅の整備         ・共同駐車場の整備 ○ ○      ○  ○ 市  街 
⑮ 旭 東 部 ・住環境の整備           ・都市下水路の整備 ・人にやさしい施設づくり      ・安全な避難路と避難場所の整備 ○ ○ ○     ○   
市  街 
(調 整)
⑯ 旭 西 部 ・災害に強いまちづくり       ・人にやさしい道づくり ・教育環境の整備          ・高齢者の活動拠点の整備 ○ ○ ○   ○     
(市 街) 
調  整
⑰ 朝  倉 ・史跡の保存，整備         ・豊かな水辺をつくる水路の整備 ・地下水と自然環境の保全      ・南北道路の歩道の整備      ○  ○ ○ ○ 
(市 街) 
調  整
⑱ 朝倉第二 ・豊かな自然の保全         ・安全な道路整備 ・ごみのないまちづくり       ・青少年交流ゾーンの整備    ○    ○ ○ ○ 
市  街 
(調 整)
⑲ 行  川 ・地域の自然を生かしたものづくり  ・農業体験ゾーンとその施設の整備 ・城山の遊歩道と展望台の整備    ・グランドスポーツ施設拡充整備     ○  ○ ○  ○ 
都市計画 
区 域 外
⑳ 鴨  田 ・人にやさしいまちづくり      ・防災水路の拡充整備 ・地域交流の場の整備        ・緑と水のアメニティ空間の整備   ○ ○   ○   ○ 市  街 
 神  田 ・災害に強いまちづくり       ・桜の花街道の整備 ・ホタル生息場所の近自然化の整備  ・車道と歩道の区別のある道の整備    ○   ○  ○ ○ 
市  街 
(調 整)
 北  街 ・福祉施設の整備          ・災害に強いまちづくり ・市民活動交流施設の整備      ・花と緑の街並み整備   ○ ○   ○   ○ 市  街 
 浦  戸 ・自然環境を大切にするまちづくり  ・地域史跡めぐりのための整備 ・福祉のまちづくり         ・地場産業の振興対策   ○ ○  ○  ○   
市  街 
(調 整)
 大  津 ・歴史環境を誇るまちづくり     ・親水空間として国分川と舟入川整備 ・交通環境の整備          ・豪雨による内水排除対策    ○  ○  ○  ○ 
市  街 
(調 整)
 初  月 ・北山の環境保全と整備       ・公共下水道の早期整備 ・コミュニティ拠点場所の整備    ・史跡調査やハイキングコースの整備   ○ ○  ○  ○   
(市 街) 
調  整
                                      （計） 9 12 16 1 13 15 14 7 13  
                                     市街：市街化区域   調整：市街化調整区域   （ ）：全エリア1/2以下 
 －87－












































































































































































 1) 土地利用計画上の問題で地区が抱えている事情について 






















 1) 市街地の安全と防災まちづくり 
 2) 環境保全と美しい街並みづくり 
 3) 商業の振興と定住化 




























 高知市は，地方中核都市の例にもれず昭和 30 年代後半から始まった都市化の進展に伴い，
都市の縁辺部に大規模宅地造成が進められてきた．平野部の少ないことも手伝い，開発の波は
その後，規制のない市街化区域内の県立自然公園や中小の里山に及んだ．このような状況に歯
止めをかけるため，平成 12 年４月，高知市里山保全条例が施行された． 
 本節では，本条例の経緯とその後の足どりを概括することにより，条例制定の問題点を提示
し，まちづくり条例のあり方を検討した． 
 市では引き続いて，里山の調査・検討を重ね，平成 13 年１月，里山保全指定候補地の 12
箇所を公表した． 



















































 憩  い 
 歴  史 




 防  災 
 (土地利用) 
 環境保全 





































 第１章 総 則 
  目  的 第１条  
  基本理念 第２条  
  市民と市長の役割 第３条  
 第２章 コミュニティ計画市民会議 
  コミュニティ計画市民会議 第４条  
 第３章 まちづくりについての施策 
  まちづくり施策の推進 第５条 
  土地利用 第６条  
  地域環境 第７条  
  文化活動 第８条  
 －96－
      
 第４章 まちづくり専門家会議 
  まちづくり専門家会議の設置 第９条  
 第５章 助成等 
  コミュニティ計画市民会議への助成等 第 10 条  
  コミュニティ活動に対する助成等 第 11 条  
 第６章 雑 則 










 第１章 総 則 






























 (1) 市街地整備についての事項 
 (2) 福祉のまちづくり推進についての事項 
 (3) 都市防災の推進についての事項 
 (4) 都市施設の整備についての事項 
 （地域環境） 
第７条 市長は，環境負荷の低減を図るまちづくり施策を策定し，これを実施するものとする． 
 (1) 環境保全によるまちづくりの推進についての事項 
 (2) 地域景観形成とまち並み創出についての事項 
 (3) 負荷の少ない自然環境の創出についての事項 




 (1) 商業の振興と居住環境の確保についての事項 
 (2) 地域の歴史・文化の保全と再生についての事項 
 (3) 憩いや賑わいのあるまちづくり再生についての事項 

































































































      
注 
*1 地方分権一括法の正式名称は「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」で，




































第 34 回日本都市計画学会学術研究論文集，pp.913～919，1999． 
11）山中英生・小谷通泰・新田保次：まちづくりのための交通戦略，学芸出版，pp.165～167，2000． 





      
第２章 実践プロファイル分析による住民行政協働型コミュニティ計画の成果と課題 
























































 水谷（2010）は，三鷹市におけるコミュニティ行政の変遷を考察し，「市民 21 会議」の取
 －105－
      















































トーリーを重視する特徴がある（Forester ら 2011)15)．Forester はプロファイル分析を
critical で naturalistic としている．言説分析ではあるが，緊張感のある場面に着目するため
critical であり，理論を先に置かず対象者自身の判断を捕捉する点で natural であるという



















2.3.1. 第 1 期 コミュニティ行政の黎明 








た．昭和 49 年には市 23 地区のコミュニティカルテが作成され，各地区で懇談会が開催され
ている．コミュニティ専任主監を設置し，庁内で選抜された若手 19 名のコミュニティ計画策









      
表２－１ 高知市のコミュニティ行政の変遷 
 年  次 系          譜 
昭和42年 





























































・松尾徹人市長就任（Ｈ６年 11 月） 
・策定市民会議 21 地区（市の 2/3）で結成 
平成７年 















































































      
2.3.2. 第２期前期 コミュニティ行政の体制づくり 














が発足，平成 15 年までに 19 地区で計画推進を進める市民会議も開始された． 
 この時期には，全国的な景観や環境への取り組みや公共施設整備でのワークショップなどの
市民参加が普及し，高知市でも平成８年都市美条例，平成 11 年市民活動サポートセンター設






2.3.4. 第３期 コミュニティ行政の再構築へ 



























 次に 30 数地区ある小学校校区の市民会議を支援するため，市職員の公募による「まちづく
りパートナー」を組織した．これは，本務以外に市民主体の計画づくりへ参加する役目を志願





      
要の役割を付与している点は大きな特徴となっている． 
 
2.4.4. 地区懇談会（23 行政区）の実施 


















る．その他の地区は平成８年に４地区，平成 15 年に１地区，平成 22 年に合併した２地区で







      
た平成８年度末に９地区で設立され，活動を支援する予算が平成９年に成立した．推進市民会




























      




















１．自然環境の保全と活用     ２．生活基盤の整備      ３．地域交流の活性化 
公園管理運営
町  内  会
推進市民会議
老 人 クラ ブ      
青少年育成会
体  育  会
消 防 分 団      
学    校
住民と行政の協働による実践 









  平成 12 年 
（用地買収） 
 






















      
は市民協働の統括者である部長となっていた．この経緯は表２－２に整理している． 
 プロファイルの聴取および書き起こし・リライト・分析は Forester（2006)20)に示されてい





表２－２ Ｍ氏のコミュニティ計画への関わり  































































































































































































































































































































































５）玉野和志（1998）：「コミュニティ行政と住民自治」，『都市問題』，第 89 巻，第 6 号，pp.41～52． 
６）水谷衣里（2010）：「地域における自治の可能性とその担い手～コミュニティ行政を省みて～」，
 －124－
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終 章 各編のまとめとその結論 
 


















































































た．第１回目は 2006 年 10 月，第２回目は 2011 年 11 月のことで，この間，東日本大震災が
発生し，この地震が未曾有の大地震であったため，１回目と２回目では住民の意識の変容が大
きかった． 
 近年の地震・津波に対応するため，2004 年，津波防災検討会を立ち上げ，実施訓練等が 30
 －131－







































































































  ① 地区の事情により，コミュニティ計画の取り組みが地域の全体のものとして，共有す
るまでに至っていなかったこと． 
  ② 策定済み計画が，多年の経過により，計画内容の新しい課題に対応しきれなくなって
いること． 



























































































   
 －138－












































  高知市御畳瀬津波防災会副会長・今津静男 
  高知市御畳瀬津波防災会副会長・坂上高義 
  高知県大豊町農業委員会委員・下村堯基 
  高知県大豊町農業委員会委員・門脇正泰 
  元高知工業高等学校教諭・大野良一 
  徳島大学大学院生・中嶋悠人 
  徳島大学大学院生・偉士大恵 
 上記の方々に心よりお礼を申し上げます． 
 －140－
